
町田市農地利用地域計画について 

２０２３年４月、農業経営基盤強化促進法（以下、基盤法）の一部改正に伴い、今後、高齢

化や人口減少の本格化により予想される農業者の減少や耕作放棄地の拡大に対して、農地の

利用促進を図り、農地の集積化等の取り組みを加速化するため、市街化調整区域を有する市

区町村は２０２５年３月末までに「地域計画」を策定することが定められました。 

 この度、町田市における地域計画「町田市農地利用地域計画」を策定しましたので、その

概要を報告します。 

１ 計画の概要 

本計画は、地域農業が持続的に発展するため、「どこの農地で、誰が、どのような農業をす

るのか。」といった 10 年後の農地利用の在り方や、将来の地域農業の在り方を、地域の農業

者や農業団体などと話し合い作り上げた町田市農業の未来設計図です。計画の構成は、基盤

法に規定されている以下の事項となります。 

① 計画書

町田市の農業の目指す姿と、そこに至る課題や解決手法など明確に示したもの 

② 目標地図

10年後の農地利用の在り方を示し、農地の担い手を明確にするために地図化したもの 

２ 策定までの経過 

策定の流れ 実施時期 取り組み内容 

① 策定に向けた周知 

２
０
２
４
年 

２～６月 
・農業者等に向けて、意向調査等への協力を地域

の会合等で要請

② 農業者の意向調査 ７～８月 

・農地利用の意向や地域農業の目指す将来像と課

題に関してアンケート調査を実施し、集計結果

を取りまとめ

③ 協議の場の開催 10、12月 

・農業者や農業関係機関等に呼びかけ、話合いの

場を設置し計画素案を提案

・地域農業者の代表や農業関係機関等を委員とし

た計画策定検討委員会を開催

④ 説明会の開催 ２
０
２
５
年

１月 
・農業者等向けて、計画案を説明し、計画推進に

向けて協力を要請

⑤ 計画の策定（公告） ２、３月 
・２月に計画案を２週間公告・縦覧

・３月末日に計画策定を完了、公告

３ 計画の推進 

 農地が継続的に利活用されるよう、把握した農地所有者の意向を活用し、遊休農地化する

前に新たな担い手へのあっせんを進めます。また、現状を計画に反映できるよう、適宜、見

直しを行います。 

２０２５年３月１０日・１１日 

行 政 報 告 資 料 

経 済 観 光 部 農 業 振 興 課 



１　地域における農業の将来の在り方

（１） 地域計画の区域の状況

ｈａ

ｈａ

ｈａ

ｈａ

④ 区域内において、規模縮小などの意向のある農地面積の合計 ｈａ

⑤ 区域内において、今後農業を担う者が引き受ける意向のある農地面積の合計 ｈａ

（参考）区域内における70才以上の農業者の農地面積の合計 ｈａ

　うち後継者不在の農業者の農地面積の合計 ｈａ

（２） 地域農業の現状及び課題

（３） 地域における農業の将来の在り方（作物の生産や栽培方法については、必須記載事項）

２　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用に関する目標

％

地域の実情に合わせて、段階的に農地の集約化を推進する。

現状の集積率 100 ％ 将来の目標とする集積率 100

（３）農用地の集団化（集約化）に関する目標

【農地の保全や維持活用】
・2024年度に市街化調整区域で実施した意向調査の結果、農業従事者の高齢化や後継者不足の進行に伴い、経営
規模の縮小または離農を考える経営体が15.8％に上り、これらの経営体が耕作している農地を新たな担い手に引き
継ぐために、貸借等の円滑化が必要とされている。

【担い手の確保】
・2024年度に市街化調整区域で実施した意向調査の結果、現状では拡大を希望する農地面積が8.93haであるのに対
し、縮小を希望する農地面積は23.62haとなっており、需給のニーズ差を解消するためには、農地の受け手を確保する
ことが必要とされている。

【少量多品目・地産地消】
・消費地である都市近郊という立地を活かした多品目栽培の継続と、地域との関わりを深める地産地消などの取り組
みの推進が必要とされている。

【農地の保全や維持活用】
・町田市農地あっせん事業や農地中間管理事業により農地の貸借が円滑化され、意欲のある多世代の担い手により
持続的な農業が営まれるとともに、地域住民も交えた農地の多様な利用が展開されている。

【担い手の確保】
・市の農業研修事業などにより担い手の育成・支援が強化され、新規就農者の定着が図られている。

【少量多品目・地産地消】
・露地野菜や果樹などを中心とした少量多品目栽培を継続しつつ、学校給食などの地産地消の取り組みを推進してい
る。

（１）農用地の効率的かつ総合的な利用に関する方針

町田市農地あっせん事業及び農地中間管理事業を活用した貸借を推進し、担い手（認定農業者、認定新規就農者、
経営規模拡大の意向がある経営体など）への貸借を進めていく。

（２）担い手（効率的かつ安定的な経営を営む者）に対する農用地の集積に関する目標

0

8

-

-

（備考）
・農業上の利用が行われる農用地等の区域は、市街化調整区域のうち経営規模拡大または維持の意向がある認定
農業者及び認定新規就農者が耕作する農地とする。

・⑤は、町田市内で引き受ける意向のあるすべての農地面積の合計。

区域内の農用地等面積（農業上の利用が行われる農用地等の区域） 18

① 農業振興地域のうち農用地区域内の農地面積 0

② 田の面積 2

③ 畑の面積（果樹、茶等を含む） 16

目標年度 令和16（2034）年度

参考様式第５－２号

地域計画

策定年月日 令和７（2025）年●月●日

（案）
一部抜粋



以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組内容を記載してください）

４　地域内の農業を担う者一覧（目標地図に位置付ける者）

①増加する加害鳥獣による農作物への被害を防止するため、関係団体と連携して農地等への箱罠やくくり罠設置に
よる加害鳥獣の捕獲・駆除や、電気柵等による防護を推進し、被害の減少を図る。

③農業者の生産現場や流通現場において、スマートフォン等電子機器を用いた農業データの活用や、インターネット
を活用した情報発信・販路拡大などにより、効率的な都市型農業経営の実現を目指す。

⑧認定農業者等が収益性の高い農業経営を行う上で必要な施設整備により、経営力の向上、都市農地の保全及び
都市農業が持つ多面的機能の更なる発揮を進める。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

【選択した上記の取組内容】

直近での取り組み予定はないが、今後の状況を踏まえ、必要な農作業委託の活用を検討する。

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ⑤果樹等

⑩その他

③スマート農業

⑧農業用施設

④畑地化・輸出等

⑨耕畜連携等

農地中間管理機構と連携し、メリットをわかりやすく説明するなど周知内容の工夫に努める。
地域の実情や農業者の意向に応じて、農地中間管理機構の活用を積極的に推進する。

（３）基盤整備事業への取組

市街化調整区域内の集積・集約化を進めている状況であり、今後の状況を踏まえ、必要な基盤整備を検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組

就農希望者への研修、認定新規就農者の営農に必要な施設整備や機械導入等への支援を通じ、新たな担い手の確
保・育成・定着につなげる。

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の取組

３  農業者及び区域内の関係者が２の目標を達成するためとるべき必要な措置

（１）農用地の集積、集団化の取組

町田市農地あっせん事業を活用して、遊休農地及び貸出等意向のある農地と、規模拡大に意欲的な農業者とのマッ
チングを促進する。また、生産性向上や農作業効率化につながる一体的な貸出等を推進する。

農地中間管理事業を活用して、農地の貸借手続きの円滑化を図る。

これらの取組により、市街化調整区域の農地の集積、集約化を推進する。

（２）農地中間管理機構の活用方法



地図はサンプルです。 
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